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戸、委第 L29

平成 22年 9fl 16 B 

大阪市会議長

大阪市長

荒木幹男様

平松邦夫様

;k:.阪市人艇を雲及会委員長 芭 字、I掠

職員の結寺に関する報告及び勧告

大級市入浴委員会は、地ガ公務員法の規定に基づき、絞殺の給与

関し、別紙第1のとおり報告し怒兇ぞ匁し出るとともに、あわ

せてその改定について別紙第2のとおり数脅します。

この勧告及び主主見の実現のため速やかに済援の捨醤をとられるよ

う要認します。



別紙第 1

報 止と
仁1

本委員会は、昨年9月11日地;方公務員法に基つ、き「職員の給与に関する報告

及び勧告|を行った後、引き続き職員の給与の実態、民間企業従業員の給与、

その他職員の給与を決定する諸条件について、調査研究を行ってきた。

調査研究並びに国の人事院報告及び勧告の概要は次のとおりである。

l 職員の給与

本委員会が実施した平成22年職員実態調査によると、本年 4月現在におけ

る本市職員(技能労務職員及び企業職員を除く。〕は、 18，494人である。この

うち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用の職員の給与等の状況

は、第 1表のとおりである。

第 l表 行政職給料表適用の職員の給与等の状況

項 日 内 そ同うr 項 目 内 全釘墨万> 

325，008円 人 民ロ 12，741人
給料月 客員

(338，888円) 平 均 年 齢 42.1 歳

扶養手当 10，464円 平均勤続年数 21.3年

10，098円 平均扶養親族 1.0人
管理職手当

大学卒(11，220円) 38.3 % 

地域手当 54，095円
学構保終歴成学歴別比) 

短大卒 13.7 % 

住居手当 10，354円 高校卒 47.8 % 

単身赴任手当 74円 中学卒 0.2 % 

平均給与月額 410，093円 (425，095円〕

(注)・()内は、給料及び管盟職手当の減額措置がないものとした場合の額である。

-給与減額措置として、給料月額(課長代理級以 L"'5.7%、係長級以下企3.7%)

及び管理職手当(企10%)の減額が実施されている。
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2 民間の給与

本委員会は、人事院及び大阪府人事委員会と共同で、大阪市内における企

業規模50人以 kかっ事業所規模50人以上の民間事業所のうちから、層化無作

為抽出法によって抽出した386事業所を対象に平成22年職種別民間給与実態

調査〔以下「民間給与調査j という。〉を実施し、うち336事業所において調

査を完了した(調査完了率87.0%)。調査では、本年 4月に実際に支払わ

れた給与月額等を実地に調査した。

( 1) 給与改定の状況

ベースアソプを実施した事業所の割合は、 今般の従業員で15.5%(昨年

14.2%)、課長級で12.8%(同98%)と昨年よりわずかに増加している。一

方、ベア慣行のない事業所の割合は、一般の従業員で59.5%(同598%)、

課長級で64.9%(同66.9%)と、いずれも昨年並みである。(第2表〕

また、定期に行われる昇給を実施した事業所の割合は、 A般の従業員で

83.0% (昨年82.5%)、課長級で67.5%(同58.8%)と昨年より増加している。

昇給額については、昨年に比べて増額となっている事業所の割合が、一般

の従業員で19.6%(昨年18.7%)、課長級で14.4%(同130%) と昨年より

やや増加しているのに対し、減額となっている事業所の割合は、一般の従

業員で13.9%(阿16.5%入課長級で10.2%(同113%) と減少している。

(第 3表)
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第 2表給与改定の状況
(単位:%) 

;可ベース7ップ実施 ベースアップ中止 ベスダウン ベア慣行なし

一般の従業員 15.5 (14.2) 24.3 (24.1) 0.7 (1.9) 59.5 (59.8) 

課長級 12.8 ( 9.8) 211 (22.3) 1.2 (1.0) 64.9 (66.9) 

(注) ( )内は、平成21年の調査結果である。

第 3表定期に行われる昇給の実施状況
(単位 %) 

ぷ!定期昇給 定期昇給 定期昇給
定期昇給

制度あり
実施 増額 減額 変化なし 停止

制度なし

般の従業員 89.3(88.8) 83.0(82.5) 19.6(18.7) 13.9(16.5) 49.5(47.3) 63(6.3) 10.7(11.2) 

課長級 74.5(65.0) 67.5(58.8) 144(13.0) 10.2(11.3) 42 9(34.5) 7 0(6.2) 25.5(35.0) 

(注)・ペースアップと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計した。

-定期に行われる昇給には、自動昇給、査定昇給及び昇格昇給を含む。

( )内は、平成21年の調査結果である。

(2) 雇用調整の実施状況

平成22年 1月以降に雇用調整を実施した事業所の割合は、 45.3% (昨年

473%) となっており、昨年と比べると減少しているが、依然として高い

水準となっている。

雇用調整の内容を多い111買にみると、採用の停止・抑制を実施した事業所

の割合は32.1% (昨年272%)、残業の規制lを実施した事業所の割合は15.2

% (同19.9%)、賃金カットを実施した事業所の割合は9.9%(向11.2%) と

なっている。(第4表)

さらに本年4月分の給与について、賃金カット等を実施した事業所はー

3 



般の従業員について4.9%、課長級について9.5%となっており、当該事業

所における平均減額率は、一般の従業員について9.4%、課長級について

5.5%となっている。(第 5表)

第4表雇用調整の実施状況
(単位:%、複数回答)

項 日 実施事業所割合

採 同 の 停 止 . IAI 制 32.1 (272) 

残 業 。コ 規 (削 15.2 (19 9) 

賃 金 カ ツ 卜 9.9 (11.2) 

自i F可 の 整理 . 部門 問 の 配転 9.8 (104) 

転 宗寺 出 向 7.1 (44) 

時 九苦 休 . 休 業 5.5 (7.1) 

業務の外部委託・一部職種の派遣社員等への転換 4.0 (2.2) 

希 望 退 職 者 の 募 集 3.0 (5.6) 

正 ネ土 員 の 南平 雇 1.2 (1.3) 

ワ ク 三/ エ ア ン グ 1.0 (04) 

E十 45.3 (47.3) 

(注)・平成22年 l月以降の実随状況である。

( )内は、平成21年の調査結果である。

第 5表賃金カット等の実施状況
(単位 %) 

品川!賃金カソト等を実施した事業所 賃金カット等を実施した事業所における平均減額率

係 員 4.9 94 

課 長 級 9.5 5.5 

(注)平成22年 4月分の給与について、賃金カット、一時帰休・休業又はワ

クンェアリングのいずれかを実施した事業所の状況である。
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(3) 初任給の状況

初任給の平均支給月積は、新卒事務員・技術者の大学卒で201，621円、短

大卒で176，850円、高校卒で162，960円となっている。また、本年4月に新

規学卒者の採用を行った事業所のうち初任給を据え置いた事業所の割合は

大学不で89.6%、高校卒で94.1%となっている。

(4) 扶養手当の支給状況

扶養手当の平均支給月額は、配偶者に対するもの15，309円、第 l子に対

するもの6，835円、第2子に対するもの6，337円となっている。(第6表)

第6表扶養手当の支給状況

扶養家族の構成 支給月 客員

西日 (再 者 15，309円

商日 偶 者 J.. 子 1 人 22，144円(6，835円)

両日 {昆 者 と 子 2 人 28，481円(6，337円)

(注) ( )内の金額は、子が l人増えることにより増加する額である【

(5) 住居手当の支給状況

借家・(皆間居住者に対して支給する事業所の割合は61.2%、持家出住者

に対して支給する事業所の割合は50.3%となっている。また、居住形態に

かかわりなく、住陪手当を支給する事業所の割合は62.6%となっている。

なお、借家・借間居住者に対する住居手当月額の最高支給額の中位階層は、

25，000円以上26，000円未満である。(第 7表)
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第 7表住居手当の支給状況

事業所割合

支給の有無 住屑手 二コ通iん 借家・惜悶罵住者 持家居住者に封す
全 般 に対する住居手当 る住居手当

支 給 62.6% 61.2% 50.3% 

非支給 37..1% 38.8% 49.7% 

借家・借問居住者に対する住居子当 25，000円以上
月額の最高支給額の中位階層 26，000円未満

(6) 時間外労働等の害Ij増賃金率のヲIfてげの状況

月60時間を超える時間外労働の割増賃金率を引き上げた企業のうち、法

定休日の労働時閣を月60時間の積算の基礎に含めるとしている事業所の従

業員の割合は60.7%となっている。(第 8表)

第 8表 時間外労働等の割憎賃金の状況

時間外労働の月60時間の積算の基礎に (参考)

法定休日の労働時間を含めるか否か 適用従業員割合 適用事業所割合

法定休日の労働時間を合める 60.7% 483% 

法定休日の労働時閣を含めない 39.3% 51.7% 

3 経済・雇用指標等

本年 4月の消費者物価指数は、全国では前年同月比1.2%の減少、大阪市で

は前年同月比3.1%の減少となっている。

木年 4月の有効求人倍ヰ〈は、全国で前年同月比横ばいの0.48倍、大阪府で

は前年同月比0.05ポイント減の0.49倍となっている。
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平成22年1~3月期の完全失業率は、全国で前年同期比0.5ポイン卜増の5.1

%、大阪府では前年同期比1.0ポイント増の6.3%となっている。

総務省統計局による家計調査の結果に基づ、き、本年4月の大阪市内におけ

る標準生計費を算定したところ、 2人世帯は169，470円、 3人世帯は187，810

円、 4人世帯は206，150円となっている。

4 民間給与との比較

本委員会は、公民給与の比較について、公務と民間で同種・同等の者同士

を比較するという民間準拠方式のもとで、民間企業従業員の給与をより広く

公務の給与水準に反映させるため、比較対象企業規模について、国と同様に、

平成18年からそれまでの1∞人以kから50人以 kとしている。本年も比較

対象企業規模を50人以上として、公民給与の比較を行った。

( 1) 月例給

前述の職員実態調査及び民間給与調査の結果に基つ、き、本市職員にあっ

ては行政職、民間にあってはこれに相当する職種の者について、職務の種

類別に、責任の度合、学暦、年齢が同等と認められる者同士の本年4月分

の給与額を対比させ、精密に比較することにより、較差の算出を行ったと

ころ、給料及び管理職手当の減額措置がないものとした場合の職員給与は

民間給与を1，486円 (035%)上回っている。また、給料及び管理職手当の

減額措置実施後の職員給与は民間給与を13，516円 (330%) 下回っている。

(第 9表)
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第 9表 本市職員と民間の給与比較

民間給与 本市職員給与
絞 差

(̂) (B) 山町[古川001 
減額措置前 425，095円 "-1，486円(企0.35%)

423，609円
減額措慣後 410，093円 13，516円( 330%) 

(注〕比較にあたっては、本市職員・民間ともに、本年度新規学卒の採用者は含ま

れていない。

(2) 特別給

本年の民間給与調査における特別給の支給状況については、昨年8月か

ら本年 7月までの 1年間に支払われたものが、所定内給与月額の3.94月分

に相当している。(第10表)

第1C表特日IJ給の支給状況

項 目 特別給の支給割合

下半期 f平成21年8月から平成22年1月まで〕 1.84月分

上半期[平成22年2月から平成22年7月まで〕 2.10月分

日十 3.94月分

{詰 考現行の本市職員の年間支給月数は4.15月であるc

5 国家公務員の給与等

本年の人事院報告及び勧告の概要は次のとおりである。

1 民間給与との較差に基づく給与等の改定について

本年4月における官民給与を比較した結果、民間給与が国家公務員の月例給与を F回っ
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ており、官民較差は...757円 (...019%)となっていたこと、また、民間事業所で支払わ

れた特別給は、年間で所定内給与月額の3.97月分に相当しており、職員の期末・勤勉手

当の年聞の平均支恰月数 (4.15月〕をド[ci]っていたことから、月例給の引下げ改定、期末・

勤勉手当の支給月数の引 FげなとPについて勧告を行った。

(1) 50歳台後半層の職員の給与の抑制措置

50歳台では公務D給与ノ主準が民聞を上回っており、特に5C歳台後半層の官民の給与

差が拡大している傾向にあることを踏まえ、 55歳を超える職員〔行政職俸給表(う

5級以下の職員及びこれに相当する職員を除く。)について、当分の問、俸給及び俸給

の特別調整額の支給額に1.5%を乗じた額を減じる。

(2)俸給表

(1)の措置による解消分を除いた残りの公務と民聞の給与差と同程度である平均0.1%
の引 Fげ改定を行うこととする。ただし、民聞の給守水準を下回っている30成台までは

据え置くとととし、 40歳台の職員が受ける号棒以上の号棒を対象とした引下げとする。

(3)期末・勤勉手当

民間の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.2月分引き下げ、 3.95月分とす

る。本年度については、 12月期における期末・勤勉手当から引下げ月数 (02月分)を

差し引くこととする。

(4)改定の実施時期等

公布日の属する月の翌月の初日(公布日が月の初日であるときは、その日)から実

施する。

本年4月からこの改定の実施の日の前日までの期間に係る較差相当分を年間給与で

みて解消するため、 4月の給与に調整率 ("'0.28%)を乗じて得た額に4月から実施の

日の属する月の前月までの月数を乗じて得た額と、 6月に支給古れた特別給の額に調整

率を乗じて得た額の合計額に相当する額を、 12月期の期末手当の額で減額調整するこ

ととする。(引下げ改定が行われる俸給月額又は経過措置額を受ける職員を対象と1

る。〕

2 超過勤務手当の支給割合等の改定について

本年4月 1日から施行されている月60時間を超える超過勤務の超過勤務手当の支給割

合の引上げについて、平成23年度から、超過勤務時間の積算基礎に日曜日又はこれに相

当する日の勤務時間を含めることとする。

3 給与構造改革について

平成18年度から平成22年度までの 5年間で段階的に実施してきた国家公務員給与の給

与構造改革については、地域間給与配分の見直し、年功的な給与上昇の抑制、職務・職責

に応じた俸給構造への転換、勤務実横の給与への反映の推進など、当初予定されていた施

策の導入・実施がrべて終了することとなる。地域間給与配分の見直しに関して、本年
4月時点における地域別の公務と民間との給与較差を算出したところ、地域間較差は最大

約2.0ポイントと給与構造改革前(約4.8ポイント)より相当程度縮小しているつまた、昨
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年4月(i)新たは人事詳密事1)変の導入仁志持せて、人妻葬3平{絞め幸喜多長を昇給における昇給区分
の#(7巨ゃ型車敏子ililζおける渓王室率主主ぴ淡緩ばうまの淡波書事lニf活用するための基準を主主語し

たところcあるが、lItifーさ芝む手~j符苦jCろ災液状佑をゆると、制rJ!:の鰹闘に，特った遥，F.jがな

i主オ1ている。

ぬま急浮き葬送主改築マアは、練絵表示準の平均4，8%の引下げ長う…方、 話1)1主改iE星雲

授与をと篠塚すること寺必然とし、平主主18年度から 4 年間にわたりi:~能主誌の多手数を毎年 i 号

務長D叙してtきているが、王手段23年4月にかけて綬j思議擦が絞織的に務淡されることに終っ

て投ずる育者夜道(I五，1立後考会問い、 43歳未満の若年・中堅露戦鈴爆を志向支おそ手去三 1[j 
iこ:匂善事上{まに滅平まするごととする。

50議会後謀長重心車誌長誌については、主主平延長め検討0rte'あるべき寿会等割!俊民づいての

検討、総裁合前半の戦闘についても綴務と責任を考皇室uミ合宇治なき会得水謀議決ひ給与体系
を設計することとするの

i 4 公務員の高齢織の主義用品募需要について

本格的な高齢社会をi忍える称、公務室長率を言童保しながら議員む能与を-←分前閣していく
ためには、公eS託金活支長会湾総空手議舎の号iとげに会やせ、平成25封皮から、主主主幹そ会長支下設が;
に65設まで延長すiSことが遂~]でおる。また、とれまでの人事管理手法を改め、総1]・

3実績主義の激震をばかちながら、ぬ造業Ji}隊'D繍きを合めて採用からi長践に凝る
人事事ま三理念泳を'"産言ことが不正若手:である。

そのため、以下に示す定年延長に向け

を，liJ滋4こ予塁手主ぎ;な立i主措置心ための主主兇のゆtIi

11 )霊堂繁華革主義と60議台の多核な働者ブヲ

・立区£手〈お守11ニi:)'
総務i簿J0激き1iに関する意向を聴取するそ主総み

A:Yドft首の去誕百年間勤務制j
人事交流の機長訟の鉱光

(2)窓生存滋f襲!こ{半う給与事01笠の晃直し

しの潟格lこ基やっき検討を進め、

うこととする。

民閉会議においては、 60主義合喜すとFの窪III彩祭会三章者綴}譲別背l1U芝心としており、 60
歳前に上ヒベて給与が滋治三段くな勺ている実情等がある。公務においては、職務総内原

則を主主木去しつつ、そのJIくさ重を緩まi干主君主号き下げ、具体的な給与本線主主び給与体系を

設計廿ることとする。まf之、終iζ震5三三をの大きい50成合1食事隠還を中心、とする50室長会
の給与♂〉夜ちhについても必議委主Ei駐しを検討するの

E 公務員人事管還について

5要家公務員総漆?を改革ヲるための必なも思設をj丁うことは人事後号交畿でめ句、
主主主義容i度改革8当強幻i草壁選;よ、'JZitえ2()ljュ6月に制定されたi歪家公務5主主君愛後義本とまに

綴げらtlた詰改革事項の検討骨i並め、滋議義ある者方議昔を渇て、ヨ主主主していくことをあふ、
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(1 )公務員の労数基本権湾還の議E舎に掲げて

人専務険iま、公務裁のijj善幸基本濯の際霊長に馬塁手る空謀本自{lな議ぷi::Lて、労働基本経制ぜ;

;りる設限定者撃にあ乙て、Elき主治労使祭]係事l宗主!])夜り方をや協約締結権及び争議棋を付与す

毛、泌総総事選空会療を付与し争議権 :-í認めない、必協約締総j鞍&ぴや主義権 lz認出ずそ乙ご t~

1建議議室として築工表後潔心主主告を設;jるとともに、勤務言語件決議の各泌総における毒主主主

鐙俸の委審議1め殺事長みを者ft:こに剥度化する、及び④職ffi、総務約;g:、事設設ミ撃に足与とてよ言三

かゐ殺をi議F認する、という 4つ白パターンを録ZRL たりとれらのおバターンを緩まえ
た議論そìf装めることによって竿:誌に労働基本権幸お~O)!i¥Jljしのき義本然対必を定め、おi羨:

設計に向げでき主総点、安|分lこ紡めたとで、便益・愛j智幸会むさま惨事議長i務災記 J去し路線を
得て給総を得答必幾があるの

(2)基本法!こ定める官製器買についての取経

ア採用試験の3基本的な箆巨悲し

能力・業績に主義づく人績をきへの転縫合交華美となる、新たな人事す供給i採に対応し
た、多様な人材縫唱のため'iJ審it-こと胤F総裁を、平成長二年度からの災絡にl句け、
験者にx~する濁裁を宗教駁するとともに、 jft空2dj当事俸を進めていくこととする。

イ 時代の要請に花、じfこ公務長室G争終英文

長期約j斐声、}こ玄づて冬後襲撃長支終において三位められる資質・能力安伸ばすごとがマ

きるよろ計量雪釣に壊建築を資主主ヂるため、各役者造段港で必要な研修の体系化と研修冷

絞め充g尖を密うてい〈。事らに、連智子機陸連苓議成する新たな研修幸Hitゃf主主主主主外嫌

気系毒1J君主において隠士号を![l(得点てまる万事誌についても検討していくこと ζ する。

ウ営t主人事交流等の推進

2訟をf6尽にflll議決定されたj艮曜量殺澱総本方針考会終まえ、公務母公i三詮を議室i去しつ
つ、受人事交流町♂層の推進が図られるよう護審議議'~~絞め交浪芸基準心交達しを遂め

ると〈こちに、理雪乎血中堅職員をはじめとする交存在滋大ぷ努力していく p また、公益

心理強員の派遣について、専雨量守な空指数ーま選議室長発言る報室li>を派遣するとと

ができるii紛みを検討して，'くれ
こ乙女牧島語講Z公務員の祭用‘登淘の拡大1こ詰還する滋霊?の震後し毒事
「活と校関委主公務長さ(j)t妥沼・童委ffJぉi正大4こち還する滋鈴川に3事ヅ章、平成22年度ま
での闘機告を史 LJ投手芸を緩めている。しかし、本tj':!ít&")k~~q議長!0隊問書j合が減少

したとと、 .!J:t主総長選のをき繁華誌等への主主沼が{主総とこで飲い水燃にあるととから、豆
1或22年度予転までに災後妻?をJU差すなど、女性犠員め採ffi 恥 .~H司の主主ニ向けてよ

~J 3主党¥1さのみる喜交通設安委譲イとしていくこ ζ とする。
(3)そoj患の喜重量霊o緩豪華

ア超過勤務G号線緩

主塁送致署警察絞め葉支襲iをき時効あるものにするためには、強力なザ ダ…シ ω ヅ母子

できを務の滋立ました長程変l.命警察イtを関るとともに、思翠Ji塁庁に妻子めるな
金支!'l主率先 L てま~i覇勤務め縮減lこ![l(り緩むことが求迫られる弓長室盗勤務手後につい

ては、公務員人待望まを限り警告く燃しい状況長踏まえつ「、必要警に述、とた予3撃が磯伐
される£、妥がある。
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イ適切な健康管理及び円滑な職場復帰の促進

心の問題による長期病休者は増加しており、対策の促進が必要なことから、本年

7月、「円滑な職場復帰及び再発防止のための受入方針」を改定するとともに、職場

復帰前に試験的に出勤する仕組みを提示した。また、病気休日院の上限期間を設定す

るなど病気休暇制度の見直しを行うこととし、これまで進めてきた研修や方策と合

わせ、長期休業者の円滑な職場復帰や再発防止を推進、適正な制度運用を実施して

いく必要がある。
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意 見

1 本年の給与改定について

給与改定に関係のある基礎的諸条件の動きは以上のとおりである。民間給

与調査を行った時点での日本経済の基調判断としては、内閣府の月例経済報

告において、本年4月における景気は、着災に持ち直してきているが、なお

自律性は弱く、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にあるという認識が示

されたところである。

木年4月の毎月勤労統計調査によると、全国では事業所の平均所定内給与

が昨年より若干増加しているのに対し、大阪では昨年より減少しており、失

業率についても依然として、全国に比べ高水準で推移している。また、本市

においても、法人・個人市民税など市税収入が昨年に比べ減少する見通しと

なっている。

民間給与調査の結果をみると、本年 1月以降に雇用調整を実施した事業所

の割合は、昨年と比べると全国では11ポイント以上減少(昨年50.2%、本年

390%) しているが、市内では2ポイントの減少(昨年47.3%、本年

453%)に止まっており、依然として高い水準にある。また、ベ←スアップ

を実施した事業所の割合や定期に行われる昇給を実施した事業所のうち、昇

給額が増額となった事業所の割合についても市内では全国と比べ低水準となっ

ている。このように、大阪の経済状況については、全国より厳しい状況が見

られたところである。

公民給与の精確な比較により適正な給与水準を維持・確保することは、労

働基本権制約の代償措置である給与勧告に求められている役割であるととも

に、公務員の給与水準について、各方面の理解を得る基礎であり、情勢適応

3
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の原則に基づき、職員給与水準を民間給与水準に均衡させるよう勧告するこ

とは、人事委員会に求められている責務である。

本委員会は、本年も人事院と同様に、比較対象となる企業規模を50人以 k

として公民比較を行った結果、月例給については、本市職員の給与は昨年度

に続き給料及び管理職手当の減額といった給与減額措置が実腕されていると

ころであり、給与減額措置がないものとした場合の職員給与は民間給与を

1，486円 (0.35%)上回っており、給与減額措置実施後の実際に支払われた職

員給与は民間給与を13，516円 (330%)下回ることとなった。一方、賞与等

の特別給については、民間の支給月数 (394月分)が、本市の支給月数

(4.15月分)を下回ることとなった。

これら民間の情勢や給与勧告の意義等を総合的に勘案すると、本委員会は、

給与減額措置は本市の厳しい財政状況からとられた特例的な措置であること

から、職員給与を民間給与と均衡させるためには、職員に本来支給されるべ

き給与、すなわち本市職員の給一号について給与減額措置がないものとした場

合の職員給与と民間給与との較差(企0.35%)に基づき、民間給与と均衡す

るよう月例給の引下げ改定を行うことが適当であると判断した。また、特別

給についても民間における支給割合との均衡を図るため、支給月数の引下げ

を行う必要がある。

なお、改定にあたっては、職務給の原則のさらなる徹底など本市給与制度

土の課題等を考慮しながら、次の諸点を踏まえて行う必要がある。

(1) 月例給

民間給与との較差に基づく給与改定については、木年、人事院は、 50歳

台後半層における公務の給与水準が民間を大きく上回ることから、 55歳を
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超える職員(行政職俸給表〔ー) 5級以下の職員及びこれに相当する職務

の職員等を除く。)の給与にー定率を乗じた額を引き下げ、さらに、 40歳

台の職員が受ける号俸以じの号俸について俸給表の引下げ改定を行うとい

う手法で官民較差を解消することを勧告したところである。

本市においては、国及び他都市と比べ、年功的な給与上昇の抑制が不卜

分であることから、本年の公民車交差に基づく給与の引下げ改定にあたって

は、給料表の各級の号給の上昇に伴って引下げの改定率を大きくすること

により、同一級内に継続して在級する場合の昇給幅を抑制する手法をとり、

昇給カーブのさらなるフラット化を図り、年功的な給与上昇をより抑制し

た給料表構造への転換を推進していくべきであると判断した。 50歳台後半

屈の職員の給与抑制措置については、本市における給与減額措置等国と本

市との給与支給状況の相違などを勘案しながら、定年延長を含めた高齢期

職員の活用の検討の中であるべき措置等を研究してし、く。

なお、給料表の改定にあたっては、本市の現在の給料表構造及び国等の

昇給カーブのフラット化の方法等を勘案し、以下のとおり改定する必安が

ある。

(行政職給料表)

行政職給料表の引下げ改定にあたり、 l級及び2級については、初号付

近の若年屈に適用される号給については改定を行わず、号給の上昇に伴っ

て辰大で平均改定率まで改定率を大きくしていく必要がある。 3級以上に

ついては、初号付近を平均改定率の 7割程度から平均改定率程度の改定に

止めるとともに、号給の上昇に伴って改定率を大きくしていき、各級の最

高号給付近では平均改定率の1.5倍程度引き下げる必要がある。

改定にあたっては、上位級との給料水準の重なりを少なくすることにつ

15 



いても留意する必要がある。

なお、平成22年4月1日現在現給保障の措置が講じられている職員につ

いては、昨年同様、現給保障額についても現在受けている級号給の改定率

に準じて改定を行う必要がある。また、給料表の改定により昇格時対応号

給表の改定が必要になる場合には、所要の措置を講じる必要がある。

(行政職給料表以外の給料表)

行政戦給料表以外の給料表の改定にあたっては、行政職給料表との均衡

を基本として、改定を行う必要がある。ただし、医療職給料表(1)について

は、木年人事院は医師の処遇を確保する観点から、医療職俸給表(ー)の引

ドげ改定を行わないとととしており、本市においても同様に改定しないこ

とが適当である。

(2) 特別給

期末・勤勉手当については、民間における支給状況及び人事院が勧告し

た措置等を勘案のうえ、現行の年間支給月数4.15月分を0.2月分引き下げ、

3.95月分とする必要がある。本年度については、引下げ月数を12月期の期

末・勤勉手当から差し引く必要がある。また、再任用職員の期末・勤勉手

当及び特定任期付職員の期末手当についても同趣旨で引き下げる必要があ

る。

なお、期末手当及び勤勉手当の引下げ及び、支給割合については、民間に

おける考課査定分の支給状況や人事院が勧告した支給割合を勘案し、日IJ表

1及び別表2のとおり改定する必要がある。
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別表 1 平成22年12月殺さコ翼善次・3ぎj鈴子空'iの支給月数

(駁{立;月)

籾米 ; 設 fh;“計
言撃さ三fU塁級以ヒ fT:!っ??RY引2.0舎は)

一-

係長級以下
135 (....0 15) I 0.65 (為自伝 2.0 (....Cミ〉 ; 

記縦約 I 1.5 I 0.7 I 2.2 

I写銃剣望遠 後復主主 0.7 (企0.05) I 0.4 C....O.Oめ I 1.1 C....C 1) 
{器震災K.I.漫経zy)b 長女三芝紛 I 0.75 I 0.45 I 1.2 

改定後;告別配的 1 0.3 (....005) 1 11 企Ol)

改定前 j 号85 ( む，15 I 1.2 

幼女主任期fてt~龍鼠
改定後 :iS冶 015) 1 1l.5 企0.15)

改定前 l L85 i l l-85 

ijlJ表 2 王手互支23年5月期以滋0)紛*.勤勉手当の支給R数

{主引な:11) 

品汚員選 i 12月期 土手 総

え丹波 紋受窓 会計 溺3転 勤勉 合計 草月来|劾約 千ラ言十

課長代理級以上 1.025 0，875 1ラ 1.175 I 0.875 2.05 2.2 I 1.75 I 3.95 

係長級l::.rF I 1.2250.675 I 1.9 I 1お 己中51.35 3.95 
〔察将長校代問縫級2設以会上議) I 0.55 I 0425 I 0.975 合7 '0.425 I 1125 I 1.25 I 0.85 2.1 

手切符ffl異議主義 i 
〈係災後双子) 告ら5 告325I8.975408I0♂325 I 1.125 I 145 0.65 I 2.1 

州側空宇奈 14I I 1.4 15555  255 l 295; 

17 



(3) 実施時期等

本年の民間給与との較差に慕づく給与改定は、この改定を実施するため

の条例の公布の日の属する月の顎月の初日(公布の日が初日であるときは、

その日)から実施する必要がある。ただし、 (2)別表 2については、平成23

年4月1日から実施する必要がある。なお、(1)について、給料表改定の必

要のない医僚職給料表(1)適用の職員を除き、平成22年 4月 1日からの年間

における較差相当分を解消し、公民給与を均衡させるために所要の調整を

行うことが情勢適応の原則に適うものであるが、木市では本年の公民較差

を超える給与減額措置が実施されており、平成22年4月に笑際に支払われ

た職員給与は本年の民間給与を下回っているため、給与減額措置が実施さ

れている職員については調整を行わず、給与減額措置が実施されていない

職員については、平成22年12月期の期末手当において、昨年と同様の所要

の調整を行う必安がある。

2 給与構造・制度の改善に向けた課題

本市の給与制度については、平成19年4月の給与制度改革において、級矯

成及び級別標準職務表の見直し、勤務実績の給与への反映などの諸施策が実

施されており、本年までに各施策の定着及び改善が進められてきたところで

ある。国においては、給与構造改革が平成18年度から平成22年度までの 5年

間で段階的に実施され、進捗状況等について順次検証が進められているが、

地域間給与配分の見直し等について、平成23年度以降最終的な検証を行うと

されている。

木市においても、給与制度改革による諸施策が災施されてから 4年目とな

り、聞における給与構造改革の検証の動向も踏まえつつ、給与制度改革の検
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証を進めていく必要がある。本委員会としても、昨年の報告及び勧告におい

て職務給の原則等の観点から検証を行ってきた給料表情造等の改定について

需及を行ったところであるが、今後も給与決定の諸原則に通うことはもとよ

り、職員の努力に適切に報い、職員がより一層意欲と能力を発揮できるバラ

ンスのとれた給与制度となるよう、引き続き検討を進めていく。また、人事

委員会の機能を十分に発揮し、説明責任を果たしていくため、給料表や諸手

当等についてより具体的に言及することも研究検討していく所存である。

なお、当面の課題は、以下の諸点である。

(1) 給料表における昇給カーブのフラ y ト化の推進及び各級の給料水準等の

あり方

1 (1)において、公民較差の解消を基本とした給料表における昇給カーブ

のフラット化を言及しているところであるが、隠及び他都市においては、

給与構造改革等において各級のフラット化がさらに行われた給料表が整備

されていることを勘案し、次年度以降も、職務給の原則、均衡の原則など

給与決定の諸原則を踏まえ、公民較差についても勘案しながら、昇給カー

フのフラット化を進めていく必要がある。

また、給料水準については、木市では各級の間て、給料水準の重なりが大

きく、上位級との給料水準の希離が少なくなっており、より高度で責任の

重い職務の級に就いている職員、あるいはこれからそれらの職務の級に昇

格しようとする職員のモチベーションを維持・向上させていくため、国や

他都市の給料表水準も勘案のうえ、各級の給料水準にメリハリをつけたよ

り職務給の原則に適った給料表構造へ転換していくことなど、給料表のあ

り方についてさらに検討を進めていく。
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(2) 行政職給料表3級等の最高号給の切ドげ

本委員会は、昨年の職員の給与に関する報脅及び勧告において、行政職

給料表3級等の最高号給付近の給料水準を引き Fげることが必要である旨

を言及したが、未だこの報告及び勧告の内容が実施されていない。職務給

の原則を徹底し、職員の土気を確保していく観点から、給料表の級聞の給

料水準の重なりを縮減するため、昨年の報告及び勧告の内容を踏まえ、行

政職給料表3級の号給を最高号給から当面20号給程度カ y 卜する措置等を

確実に実施する必要がある。

(3) 住居手当

住居手当については、昨年、国において自宅にかかる住居手当が廃止さ

れ、本市においても本年4月に自ら所有する住居にかかる住居手当のうち、

ローン償還中の加算制度を廃一止したものである。自ら所有する住居にかか

る住居手当を含む住居手当全般のあり方については、本委員会において、

国家公務員と本市職員との住居事情の相違及び民間の状況などを検証した

ところ、同家公務員の場合は転聞を伴う異動の頻度が高く、官舎等が整備

されているのに対し、本市職員の場合は国と比べ転居を伴う異動の頻度が

低く、官舎等に相当する施設はないことから、職員が臼ら住居を確保する

必要があるなどの住民事情の相違があり、また、本年の民間給与調査にお

ける民間の住屑手当の支給状況をみると、住居手当を支給する事業所の割

合は62.6%となっており、自宅(持家)に対して支給する事業所の割合も

50.3%となっている。

これらのことを鑑みると、本市においては、自ら所有する住居にかかる

住居手当を直ちに廃止するのではなく、民間における住居手当の支給状況
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や他都市の動向を注視しながら、検証を継続していくこととする。ただし、

国が自宅にかかる住居手当を廃止していることや、持家に居住するか、借

家に居住するかは倒人のライフスタイルの相違という側面もあり、ライフ

スタイノレの違いにより手当額に差を設けることが適当であるかどうかとい

う問題もあるため、現行の住居手当制度全般について検証を進め、今後の

本市における制度のあり方を検討していく。

(4) 超過勤務手当

超過勤務手当については、本年4月1日施行の改正労働基準法を踏まえ、

月60時間を超える超過勤務にかかる超過勤務手当の支給割合が引き上げら

れたが、日曜日又はこれに相当する日における勤務の時間については、月

60時間の積算の基礎から除いているところである。一方、本年の民間給与

謝奇の結果によれば、月60時間を超える時間外労働の割憎賃金率を引き i二

げた企業のうち、法定休日の労働時閣を月60時間の積算の基礎に含めてい

る事業所の従業員の割合は60.7%となっている。このような民閣の実態を

踏まえると、本市においても月60時間の超過勤務時間の積算の基礎に日曜

日又はこれに相当する日を含むことが適当である。なお、実施時期につい

ては、平成23年4月1日から実施することが適当である。

(5) 勤勉手当

本市では、勤勉手当の支給にあたり、課長代理級以上の職員については、

各支給基準日現在において当該職員が受けるべき扶養手当の月額及びこれ

に対する地域手当の月額(以Fi扶養手当月額等Jという。〕の総額に勤

勉手当の支給割合を乗じて得た額を人事考課制度に基づく勤務成績に応じ
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た割増支給率を算出する際の原資としているが、係長級以下の職員につい

ては、扶養手当月額等を勤勉手当の額を算liiする際の基礎額に算入してい

る。

このことについて、人事考課制度を含む人事評価制度は、平成18年度に

制度が実施され亡から 5年目を迎えているが、任命権者において改善が進

められ、一定の制度定着が図られており、勤勉手当において人事考課制度

に基つ、く勤務成績に応じた配分を拡大することは、頑張った職員が報われ、

個々の職員のみならず、組織全体の士気を高揚させることにもつながるこ

とが期待できる O また、勤勉手当は勤務成績に応じて支給される手当であ

ることを鑑みると、勤務と直接関係のない扶養手当を基礎額とするのは適

当ではない。

こうしたことから、勤勉手当の支給にあたっては、本市課長代理級以上

の職員及び国家公務員と同様に、本市係長級以下の職員についても扶養手

当月額等を勤勉手当の基礎額に算入するのではなく、扶養手当月額等の総

額に勤勉手当の支給割合を乗じて得た額を人事考課制度に基づく勤務成績

に応じた割増支給率を算出する際の原資とする必要がある。

実施時期については、人事考課制度の評価対象期間は毎年9月30日から

翌年9月29日までとなっており、木年の職員の給与に関する報告及び勧告

を行った後の評価対象期間における人事考課の結果から勤勉手当への勤務

成績反映を拡大させるため、平成23年12月期の勤勉手当から実施すること

が適当である。

3 時代の要請に応じた活力ある組織つ、くり

少子高齢化や情報化・閏際化の進展等変化著しい社会経済情勢の中、それ
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に伴い移り変わってL、く市民ニーズ、行政課題を的確に促え、迅速にそれ

に対応した施策を実行していく柔軟性と機動性が本市には求められている。

そのためには、組織として人材育成に力を注ぐとともに、多様な発想、を宥

する職員を確保し、性別や年齢にかかわらず、個々の特性を適材適所で最

大限活かして、組織力を向上させる取組みが必要である。そして、個々の

職員が高い士気を持って、果敢に新たな行政課題にも立ち向かい、日々の

業務に選進することができるよう、その能力と業績を適正に評価し処遇す

ることが重要である。

(1) 活力ある組織のための多様な人材確保

ア 継続的かっ計画的な人材の確保

本市においては、市政改革基本方針で、職員数の削減を重要課題とし

て掲げ、平成18年度より新規職員の採用は原則凍結とされた。しかしな

がら、平成20年3月に同方針は修正され、将来の本市を支える優秀な人

材を必要最小限採用するという考えのもと、大学卒程度の事務採用試験

が再開された。また、今年度より大学卒程度の技術採用試験及び高校卒

程度の事務採用試験も再開されたところである。

新規職員の採用は、職員の士気を維持し継続的組織運営を図る観点か

ら、続けて行うことが必要であり、本市の目指すべき方向性を踏まえた

うえで、将来あるべき職員構成に沿った計画的実施が求められ、また学

歴別構成等変化している人材供給構造を見極め、これに即した採用方針

及び試験体系とすることが必要である。その際には、今年度再開された

高校卒程度の事務採用試験で採用を予定している職員の組織内での活用、

育成方針を明確にするとともに、原則採用凍結の期間中も一定数継続的
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に採用されている専門的職種の職員数と最小限のみの採用となっている

事務職員数との差が、将来の職員備成に与える影響等にも注意を払う必

要がある。

また、採用抑制が続く q，、内部人材の有効活用として技能労務職員の

事務職員等への転任が行われており、今年度新たな転任制度も設けられ

たところである。今後も人材確保にあたっては、新規採用だけでなく、

内部人材の活用等多而的に展開し、意欲あふれる多様な人材を確保して

いくことが求められる。さらに、有為な人材の有効活用の必要性から、

専門職学位や民間企業での経験等を持つ職員の管理職登用についても引

き続き研究していく必要がある。

なお、医師の定年については、本市では60歳となっているが、国及び

他都市では65歳とされているため、人材確保の観点から、本市において

も国及び他都市と均衡するよう定年の引上げを検討する必要ーがある。

イ 人事交流の推進

民間企業や他の公務部門との人事交流の推進は、人材の育成や専門性

の高い人材の活用という観点のみならず、組織の活性化や閉鎖性の是正

という観点からも極めて有意義である。そのため、専門分野の即戦力確

保のための任期付採用制度や、職員の意識改革を図るための民間企業や

他の公務部門との人事交流をより一層有効に活用することで、職員の能

力向ヒと組織全体の活力向とへとつなげていく取組みが必要である。

(2) 人材の育成

ア 能力・適性に即した人材育成

現在本市では、地域主権をうたい市民との協働による市政運営を進め
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ている。また、グローパノレ化が進展する中、アジア圏域をはじめとして

世界から多くの人が集う活気ある大阪を目指し、施策を推進している。

こうした状況…ドにおいて、複雑・多様化している市民ニーズに対応した

施策や、国際的視点に立った幅広い視野に基づく施策を迅速に立案し、

それら施策を着実に実践できる高度な能力が職員に求められている。

そのため、職員は一層の能力向上を目指し、主体的に臼己界発に取り

組むことが必要であるが、こうした個々の職員の能力開発の一環として、

キャリア形成をより主体的に具現化させる仕組みとしての庁内公募制度

や自己申告制度の有効活用につき、検討していくことも必要である。

一方、職場では組織の求める職員像を明示したうえで、管理職員が職

員の能力や適性に応じて助言・指導を行う日常的支援が必要であり、管

理職員の部下育成能力がより一層重要となっている。したがって、その

能力を向上させるための研修を充実させる取組みも必要である。

なお、人材育成は、性別に関係なく個々の職員の能力、適性に沿って

行うべきものである。本市では、女性管理職員数は近年着実な増加傾向

にあるものの、課長代理級以上一の職への新規昇任者における女性の割合

は依然として低い状況にある。そのため、今後も能力と適性に応じた人

事配置や業務分担を進め、職員の能力開発の機会の付与等に男女で偏り

がないようにする等の継続的取組みが必要である。

イ 人事評価制度の安定的運用への取組み

人事評価制度は、平成18年度に導入後、一定年数を経過したことで、

人材育成・能力開発という主目的は浸透してきていると評価できるもの

の、評価基準の認識の統ーが十分ではなく、未だ評価結果のバラツキが

生じていると思われる。人材資成等の目的を一層定着させ、評価の習熟
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闘っていく観点から、会子i務容のを誇{際3えとf被評価者の研修ミ手を市総統的

支摘するとともに、内議もチミ災2:1ぜていくことが求められる。

また、人事評価制度にあっては、送見交換の場であるお淡において、

喜子短者ーが駿綴i遂行にあたつでの5主体的な指導t..立主主主導与を行うことが支重要

な必はもちろんのこと、常日明からコミュニケーションーを号震にし、指導・

激震をB':言約に行っていくことも必要である。

今年で 5年EI(1)総淡t:.会玉、その運用においては伽!J1:f{への信綴と幸子留め

透明段、約千等主主令系きちるたぬ、検~ìEと改f警を関り、完成度を高めていく

継続した取粉みが&;，喜きであり、本々もま号fこに然災!磁の「期待行動事例祭j

が作成されたところである。今後も議室線交室長会記録したうえで、必要に

tt.じ淡慾後図ることがE霊祭でおり、絞殺の特定分翌?と突出した育長力安村

;こ認めて言李総していくこと実容も1食材ナQ余士さがある。

さ却し人事評価l主人材習李総fごけでなく、汀:局、絵写ミ事人主義?奪三緩め

縫となるもので三うるが、言i!'{i泌総主長後より適正に反攻さぜることで、機長還

のモチベーション与を緩め、ひい℃はより良い行政サ}ピスへとつ々がる

仕組みが彩主主されなければならない。そのため、たとえば機数年(J)評総

結果を累積さでおしていく3三波や、勤勉手さ誌にはその支給時期に応じ

た直i症の淡綴3判部会反映させること冬、持活絵タ誌の与え映じっ予淡やより効

巣喜男}な滋Ifl方法について、検証も含をう荻:究災対じていくぶ襲警があるG

(3) ~主義違JJ;専におけるH議員の活用

ノ人'"務察晃

才わ){せtて、学後25:i:手変から、段絡的iこ関当託公務員の定年を60歳から65寿美まで、

引き I~"Iずるととがえ童さきで、d')ること、そのためには、 60歳台の多縫な{効率)j
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と50歳台を含めた給与のあり万の見「ほしが必要であることを報告した。

本市においても、本格的な少子高齢社会を迎える中で、雇用と年金の接

続を図るとともに、職員が知識・能力を十分発指し、多燥な市民ニーズに

効率よく柔軟に対応していくためには、段階的な定年の引上げも含めて、

高齢期における職員の木市組織にふさわしい活用を検討する必要がある。

その際には、本年中を白途に行われる人事院による具体的な立法措置の

ための意見の申出を踏まえ、組織活力を確保しながら人材を有効に活用す

る方策、個々の職員が多様な働き方を選択できる制度、職務等に応じた給

与のあり方など採用から退職に至る人事管理全体を見直すことが必要であ

る。

4 仕事と生活の調和の実現に向けた取組みの推進

職員それぞれのうイフステージに合わせて、柔軟に仕事と生活の調和を隊l

りながら働くことができる勤務環境を整備することは、多様な人材を確保す

るとともに、職員が心身共に充実した状態で、その意欲と能力を遺憾なく発

陣して働くことにつながり、公務能率の向上、ひいては市民サービスの充実

の観点から極めて重要である。そのため、全ての職員にとって、より働きや

すい勤務環境の実現に向けて、取組みを進めていく必要がある。

(1) 超過勤務の縮減

長時間労働を抑制し、労働者の健康の保持と、仕事と生活の調和の実現

を図ることを目的として、時間外労働の割増賃金率の改正等を内容とする

改正労働基準法が本年4月に胞行された。

本市においては、平成20年3月に策定された「時間外勤務の縮減にか
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かる指針IIこ基っき、務奇襲;協において緩滋勤務の縮減に向けた取組みが行

われているが、目安時践とされている王手燭360B寺惑を超える超過効務 iIっ

ている織員がなおさ多く凡さ芝けられる。よって、との疫の改正労働空襲祭主まじり

滋旨も踏まえ、間段針 IC:総づき、さらなる超退勤務綴祭実の液絡みそを:i，_緩めて

いくことが必空きである。

そのためには、受注議走路が今一度、超過勤務(ま臨時又 じら必さきが3うる

場合iこ命じるものいとあることを認識するとともに、後万票総主主にあっては超

過勤務の必!，!l，l浅の料織を的廷におーい、君主主筆内~ø~凶 L-fsf史化等にもた

綴lこ立つ絞りt!llむことがお;空きでd)~o Cさらに、お汲勤務命令を受けずに

建設mが:主主将聞にわたり在庁してし、ることゑまないよう、走資滋勤務の事前命令・
淡さを線総CD1散底を図ること等をi翁仁、議議僚の葉会委き湾問管塗を途切に行うと

ともiこ、筑波職員が職員の業務内浴やさ義務長室主主状況を把握しつつ、喜界)l:;し

て議長会~i長IT しやすい支苦境稼働 lこ努めることも必要で忘る。

(2) 両立支援の縫遂

育児・介護休雪量法の後I互にイ学い、本市においても本紙6Ji、る符児休多主導

の取得援件の緩和、二子ーの泰三菱i本綴o拡充、介護のための滅期休暇の新設及

び育児を行う戦闘の緩滋勤務の免絵が絞たな佼挙と惑と燃の附¥I1Z緩策とし

てj苦箆されたところであるが、制度を設計するだけにとどまらず、実際の

対尽を{仮差きしていくととカt電要である。

のためには、ミ見:r.制度のー憾の関知とともに、を奪三重機長を中心としな

がら校長芝をおmしやすい機場潔墳の形成lこ努めていく必要がある令

また、今年没はど欠務代育成支援対策隊総説;Iこ縫っく「大阪市特定準多主主

行動計図」の後期行動計機潟潤む初隊長芝にあたるが、挙げられた数綴凶漆
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のj達成に向けて、子どもを生み育てやすい職場環境づくり等、示されてい

る具体的取組み内容を着実に推進していく必要がある。なかでも、男性、

女性共に仕事との両立を図りながら育児に参加していくことが求められる

r!rにあって、男性の育児休業等の取得率が未だかなり低い状況である点が

大きな課題である。男性の育児休業等取得促進を一つの狙いとした改正育

児・介護休業法の趣旨に鑑み、男性が育児休業等を取得しやすい職場の雰

囲気醸成、意識啓発等の取組みを精力的に行っていく必要がある。

(3) メンタルヘルス対策の推進

本市職員の精神及び行動の疾患による休職者の割合を経年比較すると、

高率で推移しており、またその人数も年々増加傾向にある。

こういった状況の下、メンタルヘルス対策が急務とされ、任命権者にお

いては様々な形態による相談窓口の確保、円滑な職場復帰支援策として段

階的職場復帰制度の設置等、多岐にわたる取組みが実施されているが、依

然休職者数が増加傾向にある現状を踏まえ、引き続き対策の推進が必要で

ある。

メンタルヘルス対策においては、各職場において管理職員等が心の健康

状態の変調に陥っている職員にいち早く気つ、き、早期に適切な対応をとる

取組みが極めて重要であり、その一層の取組み強化が求められ、また日常

の職員同土のコミュニケーションで風通しのよい職場環境を形成し、周囲

の人に相談しやすい雰囲気醸成を図ることも重要である。

同時に、職員一人ひとりが主体的に自らの心の健康状態に注意を払い、

その保持増進を図ることによる予防が肝要である。そのため、研修やセル

フケアに関するリーフレソ卜等の継続的発行等を通じて、心の健康つ、くり
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に関する知識を平等発する取組みの徹底が求められる。

なお、任命権者においては、平成17年度に策定された「心の健康づくり

指針」の改定を来年度を目途として行う予定としているところであるが、

指針の改定にあたっては、疾病の発症要因の分析も踏まえ、より実効性あ

る取組み指針と Fる必要がある。

近年、社会経済情勢の急速な変化に伴い複雑・多様化している市民ニーズや

行政課題に対して、市民との協働を進めながら果敢に立ち向かい、取り組んで

いくことが木市には求められている。

そのためには、本市行政、職員に対する市民の信頼を得ることが必須であり、

そのことが将米の市政を決定する J つの鍵ともいえる。

しかしながら、本市では職員による不祥事が続発しており、市民からの信頼

回復への取組みは、まだ道半ばである。

問題の根底には、公務員としての自覚とともに、高い使命感、倫理観を持っ

て職務にあたるという心情えが不足していたことや、時代に合わせ柔軟な見直

しが図られてこなかった組織風土の問題があり、その改善への取組みが急務と

なっている。

この度、本市において策定された非違行為等に対する厳格化と同時に土気高

揚策も図った、信賞必罰を土台とする「不祥事根絶プロクラム|でもその理念

が示されているが、本市職員一人ひとりが改めて市民の信託を受け職務遂行す

る公務員としての自覚を持ち、改善への取組みを着実に積み重ねていかなけれ

ばならな1，¥ 0 さらに、問題を組織全体のものとして捉え、改善への取組みを前

進させる組織風土づくりも必要である。そのためにも、個々の職員の士気を高
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め、頑張った職員がその能力、業績に応じて適正に評価される仕組みを確保し、

その結果として職員会員がいきいきと働く、活力あふれる組織を目指していく

ことが不可欠である。

本市では危機的財政状況の下、市政の抜本的改革を進めており、職員の給料

及び管理職手当の減額という特例措置も講じられている厳しい状況にあるが、

職員にあっては市民全体の奉行者としての高い自覚と誇りを持ち、市民からの

要請に応える質の高い行政サービスの提供と将来にわたり活力みなぎる市政の

実現を目指して、なお一層個々の職場で職務に精励されることを強く期待する。

議会及び市長におかれては、給与勧告制度の意義及び役割に深い理解を示さ

れ、勧告及び意見の実現のため速やかに所要の措置をとられるよう要望する。

本委員会は、今後とも人事行政の専門機関としての立場から意見を述べ、そ

の役割を十分に発揮していく所存である。
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別紘一第2

勧 止と
仁ヨ

本委員会は、別紙第 lの報告及び怠見に基っき、職員の給与について、平成

22年4月の職員給与と民間給与との較差を基本として、次の措置をとられるよ

う勧告します。

l 給料表

木市職員の給与が民間の給与を1，486円 (0お%)J:回る較差を解消す

るよう給料表の改定を行うこと。

なお、改定にあたっては、本市給料表における年功的な給与上昇を抑制し、

職務給の原則のさらなる徹底を図る観点から、以下の点に宵意して改定する

こと。

(行政職給料表)

行政職給料表の引下げ改定にあたり、 1級及び2級については、初号付近

の若年層に適用される号給については改定を行わず、号給の上昇に伴って最

大で平均改定率まで改定率を大きくしていく必要がある。 3級以上について

は、初号付近を平均改定率の 7害IJ程度から平均改定率程度の改定に止めると

ともに、号給のと昇に伴って改定率を大きくしていき、各級の最高号給付近

では平均改定率の1.5倍程度引き下げる必要がある。

改定にあたっては、上位級との給料水準の重なりを少なくすることについ

ても留意する必要がある。

なお、平成22年 4月 1日現在現給保障の措置が講じられている職員につ
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いては、現給保障害員についてち 。 tごいるま法号給の改定若草t~j首長じでま主主長

会千ごう必要がある。また、給料淡のと文言E.こより昇格湾対応号給表の改が必

立さになる場合!こは、所'fA'ーの?設護24EE議じる必塁警がみる。

く行政機給料議以久の給料汲)

行芝支議給料送受以外0)給料夜の改定にあたっては、医療機寺会線道疑問与を徐き、

行政事業給料遂との均衡を禁欲として、改定を行う必裂があ {)Q

2 期王巨・勤勉チミ5

民間における支給決況及び人事院が整会会し ヲデ与を勘案のうえ、年間の

支給月数奇0.2月分引きい下げ、 3.95月分とすること。

なお、期末手当及び勤勉手当の文総統合については、次ぬとおり改主主する

ここと。

山 王手日立22年ミ2月草号以降の支給鈎lぜ?

ア .II}{f尽議員及び特定校紋付時控除以外の職員

12月}こ支給浅まもる員選公子会3Qコ災給事IJ合を1.35月分とし、 j河fllこ三校長どき

れる勤勲手数653主主会多発会後o65J1分とすること。総長代波紋以 1:.0)獄図

については向fl，こ災事会される綴求手当の支給害1，合るとL15fl51とし、同月

lこ支給之される劾勉学の.SZ:*令書:;合を0.85月分とすること。

イ 湾任問機関

12fi1こ災事会長容れる期末手当の支給割合をO.8fl分とし、 itJ万iこ支給され

る菱IJ数多>1言語う支給割合を0.3月分とすること。 言緊後代三雲級以上ぷ〉毒室長につ

いては、問JHこ支給される期大手当ω支給制のそ0.7月分とし、!弓fllこ支

給される菱主主主手当0)支給初会委04fl5うとすること。

ウ 特定任期付異議員
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12月に支給される議求不殺の支給務会~L5月分とすること o

(2) if.成23iド6月期以礎石り支給役会

ア 手専任用職員及び特可:'t1:納付野総長以外の毅員

8 月及び12月;こ支給ぶれる紛末手当の支給祭会をそれぞれ1.225月分r~え

ζn.375月分とし、 6 f1 及び 12凡に支給される勤勉チ~の:支給総会安それ

ぞれo675f1分とすること。課長代理級以上の馬表闘については、 6R及び

12月iこ支給怒れるWJ次予さきの文給気合をそれぞれ1025J151及と)'1.175万

分とし、6Jj及と112JJIこ支給される勤勉手会設の災総書IJr'iもそれぞれ0.875

Jj分とすること。

イ 事専任問機長ミ

6 Jj及び12月に支給される勤勉そF~Ø 支給割合をそれぞれ0.325月分と

することc 課長代埋級以上の機関については、 6R及0'12月!こ支給され

る棄さ空会手当の支給割合をそれぞれ0425)'}分とすること。

ウ 特定径芸書付機会

6FJ2支てfl2fj!こ3支給される級王右手主誌の支給害11合をそれぞれ1.411分及び

1.55月分とすること。

3 改定の災施時納得

この己文総は、にじり紛fき安実施するたるもの条例のをご:おわ際立)I認する月の翌月

の初段〈公緩め闘が月の初日であるときは、その政〉から実綴するここ。た

だいさのめについては、平成23年4月lおから災主義ずること。

tj; ;お、三ド主主22年4月 1Elからの年閣における公E支給与を均衡させるため、

隊機織給料三をくりえき郊の毅員さえび給与金事総機長選が災織されている職員を除~、

本f)x22年12月期の期末手さきにおい川 立〉潟整?静置を講じること。
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